
 

東京都子供・若者支援協議会設置要綱 

 

平成２６年 ２月４日 ２５青総青第１０７２号 

平成２９年１１月２日 ２９青総青第 ６３９号 

改正 令和元年 ９月１９日 ３１都安総若第２４５号 

 

（目的） 

第１ 子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律第７１号。以下「法」という。） 

第１９条第１項の規定により、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子供・若者 

に対する支援を効果的かつ円滑に実施することを目的として、東京都子供・若者支援 

協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２ 協議会は、第１の目的を達成するため、次の事項を所掌する。 

（１） 子供・若者の支援に係り、協議会を構成する関係機関等（以下「構成機関」と

いう。）相互の情報交換及び連絡調整に関すること 

（２） 子供・若者の支援に係る構成機関の相互連携・協力に関すること 

（３） 子供・若者の支援に係る調査研究、支援にあたる人材の育成及び広報啓発に関

すること 

（４） 区市町村が行う子供・若者の支援に対する支援・協力に関すること 

（５） （１）から（４）に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要な

事項に関すること 

 

（組織） 

第３ 協議会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

（１） 別表第１に掲げる者 

（２） 別表第２の構成機関が推薦する者 

２ 会長は、東京都都民安全推進本部若年支援担当部長の職にある者をもって充  

てる。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長に事故あるとき又は会長が欠けた時は、あらかじめ会長が指名する構成機関の 

代表者がその職務を代行する。 

５ 会長は、必要があると認められるときは、構成員の追加等をすることができる。ま

た、有識者等を招聘して、意見を聴くことができる。 

６ 委員の任期は２年とし、再任を妨げないものとする。なお、任期途中で委員が交代

した場合、後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（実務者会議） 

第４ 協議会に実務者会議を置く。 

資料２ 



２ 実務者会議の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（会議の開催） 

第５ 協議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認める場合は、別表に掲げる構成機関以外の者を出席させ、

協力を求めることができる。 

 

（調整機関） 

第６ 法第２１条第１項に規定する知事が指定する子供・若者支援調整機関（以下「調 

整機関」という。）は、東京都都民安全推進本部総合推進部とする。 

２ 調整機関は、次に掲げる事務を行う。 

（１） 協議会に関する事務の総括及び連絡調整に関すること 

（２） その他協議会の円滑な運営に必要な事項に関すること 

 

（秘密保持義務） 

第７ 第３、第４ ２及び第５ ２の規定により会議に出席した者は、法第２４条に規

定する秘密保持義務を負う。 

 

（その他） 

第８ この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年３月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年１１月２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和元年９月１９日から施行する。 

 


